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概  要 
デジタル社会が時々刻々と世の中を席巻する中、人工知能（AI）やアドテクノロジーなどの技術の発展によって、
日本の広告業界が大きな変化を迫られている。2018 年 2 月 22日に「電通報」が発表した日本の広告費の構成比
は、マスコミ 4 媒体が 43.7％、インターネットが 23.6％、プロモーションメディアが 32.7％となり、日本の広告費全体
の 4 分の 1 弱をインターネット広告が占める状況になった。 
 
ハーバード・ビジネスレビューで（2005 年 12 月）ジェフリー A. ムーア氏（Geoffrey A. Moore/当時：TCGアドバ
イザーズ社長）が提唱した「企業の利き手」（Strategy and Your Stronger Hand）が「複雑系モデル」（Complex-
systems model）と「大量生産モデル」（Volume Operations）のどちらかという理論に対して、広告代理店業である電
通などは B to B をメインとするビジネスモデルであり、毎回の商談価格も高額になるため、複雑系モデルに分類さ
れるものと読み取れる。一方で P&Gのような B to Cをメインとするビジネスは、数多い少額取引のため、大量生産
モデルとして分類されている。 
 
しかしながら、設立から 20 年目を迎える株式会社サイバーエージェントは、2004 年に B to B の広告代理業から
B to Cのメディア事業（アメーバブログ）へと転換を果たし、2011年にはスマートフォンを中心とした事業へ注力、さ
らに 2016 年には世界初のインターネットテレビ局（AbemaTV）をリリースした。このように SNSやアドテクノロジーの
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第 1 章 序論 
第 1 節 研究の背景・目的 
 2018年 2月に電通報が発表した「日本の広告費 2017」では、インターネット広告費が 6年




前年比 97％や 93％と落ち込み、良くて 100％を維持する中、インターネット広告費だけは平







ものではないと考える。2005年 12月にハーバード・ビジネスレビューでジェフリー A. ムーア

























































第 3 節  本論文の構成 
 本論文の構成として、まず日本の広告業界での従来の広告業と新しく誕生したデジタル広
告の現状と課題について説いていく。その中で先行研究としてジェフリー A. ムーア氏












第 2 章 日本の広告業界について 
第 1 節 広告業界の現状と課題 
 序論でも少し触れたように、日本の広告費（2017年）は前年比 101.6％の 6兆 3907億円
で、電通単体が全体のおよそ 24%である 1兆 5615億円（2017年）を占め、博報堂 DYホール



























































































をきっかけに事業を拡大してきた。2018年で設立から 20年目を迎える CAは、2004年に B 



























には 869億円（前年比 168％）という驚異的な伸びの広告費を弾き出している（図表 2-1）。こ
れはデジタル広告費全体の 8.4％を占めている。また TVCM とWeb動画のクリエーティブ運
用にも大きな違いがあり、これも従来の広告とは別物である（第 3章/第 3節を参照）。この時












【図表 2-2】インターネット広告媒体費 広告種別 構成比 





































第 3 章 先行研究について 
第 1 節 「すべての企業には利き手がある」 
2005年 12月（日本版では 2006年 3月）ハーバード・ビジネスレビューで、ジェフリー A. 
ムーア氏（Geoffrey A. Moore/当時：TCGアドバイザーズ社長）が提唱した「企業の利き手」







（Digital Equipment Corporation/以下、DEC）の買収額は約 96億ドルで、買収された後の
DECの「ビジネスモデルの統合」や「企業ビジョンの浸透」をまったく考えず、さらに異なる企業
文化を 1つにまとめることが出来ずに失敗に終わった。これは 2000年のチャールズ・シュワブ






















































































































































第 3 節 大量生産モデルにおける広告手法 
 さて同じ広告でもデジタル広告代理業は、従来の広告代理店業の複雑系モデルとはまった
く違う大量生産モデルの構造だ。これはインターネットバブルと言われた 2000年から出てきた






























































































両方とも十分な広告効果が保てる理想とされる CPIが 3000円から 5000円と高く、それなりの
予算が無いと厳しいメディアと言える。 
 







Twitterは Facebook と並んで高い知名度を持つメディアであるが、ユーザー数は 3億人

















































第 4 章 仮説の立案 



































































統合されたラベル創造モデル/Creative Labels Modelである。 
 








どの設備を使って一般ユーザー（B to C/個人）へのアプローチをする。もちろん B to Cが対
象顧客の場合、クリエーティブは ABテストを用いた運用型広告の手法となる。ただ、ここで注
意しなければならないのが効率化を求め過ぎる余りに B to Bへのソリューションが雑になり、



























第 5 章 ビジネスモデルの統合 






























































































第 2 節 仮説の検証②（意識調査） 
 ユーザー目線から見たメディアとの親和性として、実際に T1（男女 13歳～19歳）およびM1
と F1（20歳～34歳の男女）層が実際にメディアをどのように使用しているのかを大学生を中
心に意識調査を行った。調査はクリエーティブ・サーベイ（Creative Survey）を使用し、期間は
2018年 8月 13日から 9月 7日。対象は 227名の都心に在住している大学生などで（そのう




使っていますか？」の質問に対しては、3時間から 5時間が 79人、1時間から 3時間が 70
人と大多数を占めた。さらにテレビメディアと雑誌をほぼ見ていない人が 28人（12.33％）で、
スマホをほぼ使わない人はたったの 3人（1.32％）だった（図表 5-4 と図表 5-5）。これはデジ
タル社会におけるスマホの依存が従来のテレビメディアや雑誌を大きく上回ったと言える。とこ
ろが「WEB動画と TVCMのどっちがより記憶に残りますか？」の質問に対しては、テレビメディ















































【図表 5-7】質問：その広告が原因で買ってしまったものは何ですか？/回答者数 70人 
































































【図表 5-12】クラスターポジション MAP 











第 6 章 企業ビジョンの浸透 
































た側がその浸透に十分の時間をかければ、それは可能であると考える。CAが 2004年に B to 









第 7 章 仮説の修正と新しいモデルの提唱 
第 1 節 「ラベル創造モデル」の提唱 




































（Stump-Buzz Model）が統合されたラベル創造モデル/Creative Labels Modelである。 
 






























を「切り株バズ論」（Stump-Buzz Model）と提唱する（図表 7-3）。 
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